
単年度収支残 運用損益

2024年度の収支状況はどうだったか？

公的年金の財政は、専門家（年金数理部会）の目により

定期的にチェックしています

（時価ベース）

2.0兆円2.0兆円

（運用損益分を除く）

0.1兆円

積立金
（時価ベース・前年度比）

・運用損益分を除いた収入総額55.7兆円、支出総額55.8兆円より、収支残は△0.1兆円

・時価ベースの運用損益はプラス2.0兆円

・積立金は、前年度に比べて2.0兆円増加して、時価ベースで306.0兆円

◆ 2 0 2 4 年 度 の 財 政 状 況 は 、 年 金 数 理 部 会 に お い て 、 202 6 年 ２ 月 に 、 制 度 を 運 営 し て い る 厚 生 労 働 省 等

か ら 決 算 状 況等 の報 告 を 受 け た後 、 実績 の 動 向 や 20 2 4年 財 政 検 証と の 比較 に つ い て分 析 ・ 評価 が 行 わ れ 、

2 0 2 6 年 ６ 月 に そ の 結果 を取 りま とめ てい ます 。
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2024年度末

積立金

306.0兆円
（時価ベース）

年金の給付 （ 基 礎 年 金 、 報 酬 比 例 部 分 ）

報酬比例部分

29.7兆円
基礎年金

25.5兆円

10.1兆円

国庫負担

2024年度の収支状況 《決算値ベース》

基礎年金拠出金

国民年金保険料
16,980円

厚生年金保険料
18.3%

国民年金第１号被保険者 厚生年金被保険者・事業主

◎ 収入、支出の内訳は主なものを掲載

※運用損益を除く

収入総額

55.7兆円

支出総額

55.8兆円

単年度収支残
（運用損益分を

除く）

△0.1兆円

41.7兆円2.0兆円1.4兆円

国民年金財政 厚生年金財政

基礎年金財政

19.7兆円3.4兆円
運用損益

2.0兆円
（時価ベース）

積立金
304.0

兆円
（時価ベース）

2023年度末

2.0兆円

2
注１ 「厚生年金財政」には共済組合分も含む。
注２ 精算分も含まれるため、基礎年金拠出金の合計と基礎年金給付費は一致しない。
注３ 厚生年金拠出金、厚生年金交付金及び財政調整拠出金は収入総額及び支出総額から除いている。

こ
の
積
立
金
は
将
来
世
代
の

年
金
給
付
に
活
用
さ
れ
ま
す



2024年度末

積立金

319.1兆円
（時価ベース）

＜平滑化後：326.9兆円＞

年金の給付 （ 基 礎 年 金 、 報 酬 比 例 部 分 ）

報酬比例部分

29.9兆円
基礎年金

25.7兆円

11.4兆円

国庫負担

＜参考＞2024年度の収支状況 《確定値ベース》

基礎年金拠出金

国民年金保険料
16,980円

厚生年金保険料
18.3%

国民年金第１号被保険者 厚生年金被保険者・事業主

◎ 収入、支出の内訳は主なものを掲載

※運用損益を除く

収入総額

56.7兆円

支出総額

56.0兆円

単年度収支残
（運用損益分を

除く）

0.7兆円

４1.8兆円2.0兆円1.3兆円

厚生年金財政

基礎年金財政

22.2兆円3.5兆円
運用損益

2.1兆円
（時価ベース）

積立金
316.5

兆円
（時価ベース）

2023年度末

2.6兆円
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注１ 「厚生年金財政」には共済組合分も含む。
注２ 財政検証数値と比較するための確定値ベースの数値のため、決算ベースの値とは異なる。
注３ 厚生年金拠出金、厚生年金交付金及び財政調整拠出金は収入総額及び支出総額から除いている。
注４ 「平滑化後」は、時価の短期的な変動をある程度緩和するため、一定期間収益差を平滑化した積立金額である。
注５ 単年度収支残（運用損益分を除く）と運用損益の合計が年度末積立金の対前年度増減額と一致しないのは、

地共済分の国庫負担を2024年度より決算値ベースから確定値ベースに変更したためである。

こ
の
積
立
金
は
将
来
世
代
の

年
金
給
付
に
活
用
さ
れ
ま
す

国民年金財政

◆ 2024年財政検証の将来見通しとの比較（次ページ以降）は確定値ベースで行います。



公的年金財政の均衡イメージ

2024年度までの実績と2024年財政検証の前提や将来見通しと比較するだけでなく、

長期的な財政の均衡の観点から評価。

公的年金財政における長期的な財政の均衡は、将来の保険料収入、

将来の国庫負担と現在保有する積立金をあわせた財源の全体と、

将来の年金給付の全体で図られている。

公的年金の財政状況をどのように評価するか？

＊厚生年金は保険料率、国民年金は保険料額（200４年度価格）を固定。

◎将来とは、約100年先までをみている。
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厚生年金保険料収入

公的年金の財政に影響を与える要素

増える
進む

進まない

高い

低い
伸びが小さい

（高い）

伸びが大きい
（低い）

年金財政に
プラスの影響

年金財政に
マイナスの影響

年金財政に
プラスの影響

年金財政に
プラスの影響

年金財政に
マイナスの影響

年金財政に
マイナスの影響

高い

低い

年金財政に
プラスの影響

年金財政に
マイナスの影響

高い

低い

年金財政に
プラスの影響

年金財政に
マイナスの影響 5

減る

支え手

増える

減る

年金給付

増える

減る

「保険料収入及び新規裁定者（67歳以下）の
年金給付の伸び」と「既裁定者（68歳以上）の
年金給付の伸び」の差

広がる

狭まる

資産運用収益

増える

減る

要素２：出生率
要素３：平均余命

（死亡率）
要素１：労働参加

要素４：実質賃金上昇率
＜対物価＞

要素５：スプレッド
（実質的な運用利回り＜対賃金＞）



2024年度の厚生年金被保険者数は

財政検証の見通しを上回っている。
年金財政に
プラスの影響

労働参加はどうだったか？（要素１）

被保険者の実績と将来見通しの比較

2024年度までの実績を
2024年財政検証の前提や将来見通しと比較
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（百万人） 厚生年金計

見通し：労働参加進展シナリオ

見通し：労働参加漸進シナリオ

実績

（年度）



2024年の合計特殊出生率は、見通しの前提のうち

出生低位の仮定値と概ね同水準である。
年金財政に
マイナスの影響

2024年度までの実績を
2024年財政検証の前提や将来見通しと比較
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出生率の実績と将来見通しの比較

0.8
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実績

出生高位

出生中位

出生低位

（年）

出生率はどうだったか？（要素２）



平均余命（死亡率）はどうだったか？（要素３）

2024年度における65歳の平均余命は、見通しの

前提のうち死亡高位の仮定値と概ね同水準である。

年金財政に
プラスの影響

2024年度までの実績を
2024年財政検証の前提や将来見通しと比較
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65歳の平均余命の実績と将来見通しの比較
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（年）注 実績は簡易生命表または完全生命表による。



年金財政に
マイナスの影響

2024年度の実質賃金上昇率（対物価）は、

見通しにおけるいずれの前提も下回っている。

2024年度までの実績を
2024年財政検証の前提や将来見通しと比較
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実質賃金上昇率（対物価）の実績と将来見通しの比較

△ 2

△ 1

0

1

2

3

4

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

（％）

厚生年金計

参考ケース

ベースラインケース

（年度）

参考ケース

ベースラインケース

実質賃金上昇率（対物価）はどうだったか？（要素４）



スプレッド （実質的な運用利回り＜対賃金＞）はどうだったか？（要素５）

2024年度の厚生年金計のスプレッド（実質的な運用利回り＜対賃金＞）は、

見通しにおけるいずれの前提も下回っている。

年金財政に
プラスの影響

2024年度までの実績を
2024年財政検証の前提や将来見通しと比較
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スプレッドの実績と将来見通しの比較

△ 4
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厚生年金計

厚生年金計（５年移動平均）

成長型経済移行・継続ケース

過去30年投影ケース

（年度）

成長型経済移行・継続ケース

過去30年投影ケース

注 厚生年金計（５年移動平均）は、厚生年金計における実質的な運用利回りについて、

その年度以前の５年度分を平均したものである。

ただし、運用利回りは単年度

の変動が大きいことから、

過去５年度間で平均したもの

を同期間における見通しの前

提の平均と比較すると、いず

れの前提も上回っている。



厚生年金や国民年金の積立金の推移

2024年度末の積立金の実績は、厚生年金計、国民年金ともに財政検証に

おける将来見通しを上回っている。

時価の短期的な変動を緩和するため、一定期間収益差を平滑化した後の

積立金についても、将来見通しを上回っている。

2024年度までの実績を
2024年財政検証の前提や将来見通しと比較
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積立金の実績と将来見通しの比較
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⚫ マクロ経済スライドによる給付水準調整が発動

⇒ 給付水準が抑制される※

⚫ 実質賃金の伸びがマイナス（名目賃金変動率＜物価変動率）

⇒ 保険料収入の伸び＝給付費の伸び

年金額改定率はどうだったか？（要素４関連）

2024年度の年金額改定率は、現行の年金額改定ルールのうち、マクロ経済

スライドによる給付水準調整が行われた。他方で、実質賃金の伸びはマイナス

となったことから、既裁定年金の伸びは賃金の伸びと等しくなった。

保険料収入：賃金連動、 給付費（新規裁定者）：賃金連動、 給付費（既裁定者）：物価連動（実質賃金がマイナスなら賃金連動）より

＜参考＞2024年度の実績について

※ 実質賃金上昇率がプラスならば、既裁定年金は物価変動率により改定される。

※ マクロ経済スライドによって名目年金額を下げないために、未調整となった分を繰り越す仕組み（キャリーオーバー）は2023年度にすべて調整。 12

マクロ経済スライドによる調整

2024年度分 △0.4％＊２ 2020～2022年度の平均実質賃金変動率＋

2023年の消費者物価指数の変動率

物価変動率
（＋3.2%）

名目賃金変動率
（＋3.1%）

新規裁定者(67歳以下)、

既裁定者(68歳以上)とも

年金額改定率（+2.7%）

＊１ 2023年の消費者物価指数の変動率

名目賃金変動率＜物価上昇率（実質賃金の伸びがマイナス）だったため、

既裁定者（68歳以上）についても、マクロ経済スライドによる調整前の

年金額改定率は3.1％



 これら年金財政に影響を与える各要素の将来見通しからの乖離が、

一時的なものではなく中長期に続いた場合には、年金財政に与える

影響は大きなものとなる。

・・・ 特に、合計特殊出生率が将来推計人口の出生中位の仮定値を

下回って推移する傾向が今後も継続するようであれば、将来の年金

制度の運営は大きな影響を受ける。

 年金財政の観点からは、人口要素、経済要素等いずれも短期的な動向

にとらわれることなく、長期的な観点から財政状況の動向を注視すべき。

専門家（年金数理部会）による最終的評価

公的年金の財政状況をどのように評価するか？
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